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完成させた。40 年来，中国の国内総生産 GDPは年間 9.5％のスピードで 224.8 倍成長し，





漁村から今では常住人口 1252.83 万人もの国際大都市となり，この 40 年間で GDPは 1.97

















きた。1978 年 10 月，改革開放の総デザイナーと呼ばれる当時中国副総理の鄧小平が日本
を訪問した。訪日期間中，鄧小平は当時先進的な技術を持った日本企業を視察し，新幹線
にも乗った。現代的，高効率的な日本社会より，改革開放の壮大な青写真を描いていた鄧
小平は貴重な経験を与えられた。10 月 22 日，東京で行われた中日平和友好条約批准書の
交換式により，中日両国は敵視から友好に変わり，中日の経済関係の歩みも正式な第一歩
を踏み出した。
中日の貿易総額は 1972 年の 11 億ドルから 2018 年には 3000 億ドル以上に増加し，300
倍もの高度成長を実現した。改革開放の 40 年以来，中国は日本企業に巨大な中国市場を
提供し，日本経済の持続的な発展のための重要なプラットホームとなってきた。同時に日
本は ODAや技術協力，民間投資，長期貿易など積極的に関与し中国の近代化に多大な役
割を果たしながら，大きな利益を収めた。現在，中国の都市，農村問わずいたるところで
日本車が走り，日本製の電化製品も高い人気を集めている。
一方，日本社会の各分野においても「ファーウェイ」や「DJI」「ハイアール」等「made 
in　China」の中国製品も重要なマーケットシェアを占めている。中日両国は各分野・各
レベルの協力を通じて，互恵ウィンウィン・共同発展の協力システムを築き，経済貿易
から政治や文化など各分野に拡大する友好交流の新しい局面を切り開いてきた。2018 年，
双方の人的往来は 1000 万人を超え，民間友好交流と商業貿易の力強い原動力となった。
今日，中国は日本最大の貿易パートナーとなり，日本も中国の二番目の貿易パートナー
となった。中日両国の経済貿易分野での協力は，互いに依頼し，互いに促進している良い
発展体勢になってきた。中日経済貿易の発展は両国関係発展の固い基盤であり，両国民に
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実務的な利益をもたらす重要な基盤でもある。それと同時に世界第二位と第三位の経済体
である中国と日本の発展はアジアひいては世界の繁栄と平和のために極めて重要であると
思う。
三，未来への展望
40 年間の発展を経た今日，中国は新しい歴史の方向に立っている。中国はたゆまぬ改
革開放政策を堅持し，供給側のシステム改革をメインとする市場化改革を深め，ハイレベ
ルの対外開放をより一層拡大していく。中国経済は固い発展の基礎と粘り強さを持ってお
り，新しい時代に新しい発展の成果を遂げると信じている。中日両国は一衣帯水の隣国で
あり，中日友好関係は両国民の根本的な利益に合致している。
2018 年，中日関係は改善発展の良い勢いを保ち，習近平国家主席は安倍晋三首相と会
談を何回も行い，両国総理は相互訪問を実現し，中日関係は正しい軌道に戻ってきた。今
現在，中日関係は新しい歴史のスタート地点に立ち，更なる発展の重要なチャンスを迎え
ている。中国と日本は共に世界で重要な影響力を有する経済大国であり，両国経済友好関
係の発展は両国それぞれの建設のみならず，アジアひいては国際社会の安定と繁栄に積極
的な役割を果たしている。経済貿易は中日友好関係発展の重要な礎である。両国経済貿易
分野での実務的な協力を深めことについて，以下の三点について希望をまとめた。
　（一）友好協力の方向性をはっきり把握すること。中日両国の経済協力は互いに補完
性が強く，大きな潜在力を有している。現在の国際環境の不確実性と不安定性が日々高く
なっている背景のもと，中国と日本は「ゼロサムゲーム」の考えを破棄し，第三方協力や
技術イノベーションなどの分野で向かい合って競争から協力に変更し，両国経済連携発展
の合力を発揮し，実務的な協力空間をより一層拡大し，協力の効果を深めるべきだと思う。
双方の経済活動において相互信頼は基本であり，信頼関係を深めることは矛盾を解決する
ために非常に重要である。お互いに向かい合うことは双方の経済協力を決める重要な条件
であり，双方が引き続き力を合わせ，経済協力を正しい方向に進めるよう希望している。
　（二）各分野でのシステム建設を強化すること。双方の各分野，各レベルにて両国貿
易往来に有利な政策を作成することにより，協力交流のルートを築き，経済摩擦やもめご
となどのリスクに対応する措置をあらかじめ設定し，経済分野での実務協力制度を保障す
るシステムを提供しようと希望している。
　（三）民間交流を引き続き推し進めること。中日友好の基礎は民間にあり，中日経済
関係発展の基礎も各民間企業にある。中国と日本は何千年もある貿易往来の歴史があり，
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両国経済貿易の発展は両国民の期待に合致している。中日双方は様々な形で民間友好交流
と企業間の実務的な協力を展開し，中日の経済関係の更なる発展の原動力を提供するよう
希望している。
「日中経済フォーラム」で基調講演，2019.2.16
